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入 札 公 告 
 

下記のとおり一般競争入札を行いますので、島根県会計規則（昭和３９年３月３１日島

根県規則第２２号。以下「会計規則」という。）第６０条に基づき公告します。 

また、当該業務は、以下の適用対象業務です。 

・総合評価方式 

・島根県建設工事関連業務委託低入札対策実施要領（平成２０年３月１７日土総第１

２５１号。以下「低入札要領」という。） 

 

 

 

令和８年１０月１日 

島根県知事職務代理者 島根県副知事 石原 恵利子    

 

記 

 

１．担当部局 島根県土木部 土木総務課 建設産業対策室 TEL0852-22-5388 

              都市計画課 街路係     TEL0852-22-6133 
                      ただし、「６総合評価方式に関する事項」に限る 

〒690-8501  島根県松江市殿町８番地（島根県庁南庁舎）  

 

２．入札に付する事項 

業 務 名 

(都)松江熊野線（新大橋工

区）防災安全交付金（街路）

事業 橋梁詳細設計業務委託 

（以下「本件業務」とい

う。） 

業 

務 

概 

要 

鋼上部工修正設計 Ｎ＝１式 

（Ｌ＝１４６ｍ） 

橋台（逆Ｔ式）修正設計 Ｎ＝２基 

橋脚（壁式）修正設計  Ｎ＝４基 

橋台基礎工修正設計   Ｎ＝２基 

橋脚基礎工修正設計   Ｎ＝４基 

 業 務 場 所 
島根県松江市東本町～ 

伊勢宮町 地内 

履 行 期 限 令和９年１２月２４日 

支 払 条 件 
前金払 「各会計年度における支払限度額、前金払に関する特記仕様

書」による 

入札保証金 免除する。 

契約保証金 免除する。 

低価格落札者との

契約に係る措置 

契約金額の１００分の１０以上の契約保証金等を納付すること。 

前払金の割合は契約金額の１００分の２０以内とする。 

 

３．入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。） 

令和７～８年度島根県測量、地質調査、建設コンサルタント等有資格者名簿に登載さ

れ、かつ次に掲げる条件をすべて満足すること。 

名簿登録業種 土木関係建設コンサルタント業務 

営業所所在地 
本社・本店を島根県内に有すること、又は準地域内業者であること、

又は支店・営業所を入札公告日の前日までに島根県内に有する県外業

者であること。（支店・営業所を入札公告日の前日まで島根県内に有す
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ることを証明する資料を添付すること。） 

企業の実績 業務実績 平成２８年度以降入札公告日の前日までに完

了した同種業務の履行実績があること。 

「同種業務」とは、国、都道府県（政令指定

都市、公社を含む）、高速道路株式会社（※

１）が発注した１契約の最終請負金額が税込

みで５００万円以上の鋼上部工の実施（詳

細）設計業務をいう。 

 

配置予定管理技術

者 

資格 

業務実績 

手持ち業務 

次の全ての基準を満たす者を配置できるこ

と。 

ア 次のいずれかの資格保有者であること。 

①技術士 

・「鋼構造及びコンクリート」の技術士資

格（総合技術監理部門又は建設部門）を

有し、技術士法による登録を行っている

者。 

②認定技術管理者 

・「鋼構造及びコンクリート」の認定技術

管理者として建設コンサルタント登録規

程に基づく認定通知を受けている者。 

③ＲＣＣＭ 

・「鋼構造及びコンクリート」のＲＣＣＭ

資格を有し、「登録証書」の交付を受け

ている者。 

④国土交通省登録技術者資格 

・「公共工事に関する調査及び設計等の品質

確保に資する技術者資格登録簿」（以下、

「技術者資格登録簿」という。）の第１４

２号の資格を有し、資格を付与する団体

における資格の登録証、認定証等の交付

を受けている者。 

イ 令和３年度以降入札公告日の前日までに

完了した同種業務の履行実績があること。

ただし、対象期間中に「産休育休等（※

２）」を取得した場合は、当該取得期間に

相当する期間を対象期間の以前に加えるこ

とができるものとする（期間の考え方につ

いては、別紙－１のとおり）。（管理技術

者のほか、担当技術者（同種業務を担当）

としての実績も含むものとする。なお、同

種業務経験時の所属会社は問わない。） 

ウ 管理技術者又は担当技術者としての手持

ち業務が、入札公告日の前日において４億

円未満かつ１０件未満であること。（手持

ち業務とは、管理技術者又は担当技術者と

なっている１契約の契約金額が税込みで５

００万円以上のテクリスに登録されている

業務をいう。） 
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雇用関係 配置する技術者は、当業務の公告日の前日に

おいて直接的な雇用関係があること。 

雇用関係がわかる資料として、所属会社の

「雇用証明書」（参考様式）を添付するこ

と。 

若手（入札公告日前日時点で満４５歳以下）又は女性技術者を管理技術者に配置する際

は、管理補助技術者を追加配置できる。管理補助技術者を配置する場合の資格要件・評

価は以下のとおりとする。なお、管理補助技術者は担当技術者として配置するものとす

る。 

 ・管理補助技術者に対する資格要件 

   管理技術者と同じ（管理技術者・管理補助技術者とも必要）。 

 ・技術提案書の評価 

   管理技術者に替え、管理補助技術者の評価値を採用する。 

低価格落札者との

契約等に係る措置 

ア 調査基準価格を下回る入札を行い、落札者となった場合は、低

入札要領に基づき管理技術者を当該業務に専任で配置すること。 

イ 調査基準価格を下回る入札を行い、落札者となった場合は、低

入札要領に基づき受託者とは別の第三者に照査を行わせること。

（設計図書で照査技術者を求めている場合） 

欠格要件等 ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

イ 島根県における県税の滞納がない者であること。 

ウ 入札公告の日から入札書提出期限の日までの間に島根県の建設

工事等入札参加資格者に対する指名停止等に係る措置要綱（昭和

６３年５月３１日管発第１８１号。）による指名停止を受けてい

ないこと。 

エ 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当

する関係がないこと。 

○資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会

社の一方が更正会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除

く。 

(ｱ) 親会社と子会社の関係にある場合 

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

○人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｱ)について

は、会社の一方が更正会社又は再生手続が存続中の会社である場

合は除く。 

(ｱ) 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場

合 

(ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている

場合 

(ｳ) 一方の会社の管財人が、他方の会社の管財人を現に兼ねてい

る場合 

○その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められ

る場合。 

同一入札に参加する複数の者の関係が上記の基準に該当する場合

には、無効入札として取り扱う。 

オ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年５月１５日法律第７７号）による）が実質的に経営を
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支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、警察当局から島

根県発注業務委託等からの排除要請があり、当該状況が継続して

いるものでないこと。 

カ 令和７年度又は令和８年度に完了した島根県発注の業務委託

で、低入札要領の適用を受け、調査（低入札）基準価格を下回る

入札を行い契約した者で７０点未満の業務成績評定を受けた者の

参加は認めない。 

キ （都）松江熊野線（新大橋工区）県単街路事業 橋梁予備設計

業務委託を受注した者は、本件業務の入札に参加することができ

ない。 

※１ 東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、阪神

高速道路㈱、本州四国連絡高速道路㈱ 

※２ 「産休育休等」とは、次のとおりとする。 

●産前産後休業（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項又は第２項の

規程による休業） 

●育児休業（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号）第２条第１号に規定する休業） 

●介護休業（同条第２号に規定する休業） 

 

４．電子調達システムの利用 

 本件業務に係る次の入札手続きについては「島根県電子入札運用基準」により、電子調

達システムにより行うものとする。なお、電子調達システムの稼働時間は、島根県の休日

を定める条例（平成元年島根県条例第９号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「休

日」という。）を除く９時００分～１７時００分までなので、注意すること。（「競争参

加資格確認資料」（以下「資格確認資料」という。）、「総合評価技術提案書」（以下

「技術提案書」という。）を添付の際にはファイル名の一部に会社名（略称可）を入れる

よう協力すること。） 

なお、電子入札によりがたい者は、島根県電子入札運用基準（受注者用）第６で規定す

る紙入札方式参加承認願を提出し、承認された場合に限り紙入札によることができる。 

 

５．競争参加資格に関する事項 

（１）提出する書類 

入札参加を希望する者は、電子調達システムにより資格確認資料を提出しなければ

ならない。 

また、資格確認資料はＰＤＦ形式とすること。 

なお、記６（２）技術提案書のうち下記の「様式に添付する書類」は資格確認資料

を兼ねるものとする。 

・企業の同種業務の実績 

・配置予定管理技術者の資格 

・配置予定管理技術者の同種業務の実績 

・配置予定管理技術者の手持ち業務委託料及び件数 

・業態調書 

産休育休等に相当する期間がある場合、産休育休等期間が確認できる書類（取得証

明書等の写し）の提出は申請者の判断とし、書類の提出がない場合は、産休育休等に

相当する期間を対象期間に加えないものとする。 

期限までに資格確認資料を提出しない者は、本件業務の入札に参加することができ

ない。 

（２）資格確認資料提出期間 
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資格確認資料 

提出期間 

令和８年１０月２日 ９時００分 

～ 令和８年１０月２０日 １６時００分 

   競争参加資格の審査は提出された資料のみで行うので、必要な資料を確実に提出す

ること。 

提出期限以降の訂正、差し替えは認められない。 

（３）資格確認資料の様式の入手方法 

   必要な様式は入札情報サービス（ＰＰＩ）からダウンロードすること。 

（４）競争参加資格の確認は、記14「落札者の決定方法」に示す評価値を決定する時点で

行う。なお、評価値の高い順に確認し、競争参加資格を満たしている者が１名確認で

きるまで行う。競争参加資格を確認した者のうち、競争参加資格がないと認められた

者については通知する。その他の者については通知しない。 

 
６．総合評価方式に関する事項 

（１）評価項目及び配点 

評 価 項 目 配点 

企業の経験及び能

力 

専門技術力 

平成２８年度以降入札公告日の前日まで
の橋梁形式が「鋼連続合成桁橋」かつ「多

径間連続鋼箱桁橋」として実施した同種業

務の実績件数 

５ 

令和６年度及び令和７年度に完了した業務

委託成績評定点 
５ 

過去５年間の優良業務表彰の件数 ５ 

情報収集力 
平成２８年度以降入札公告日の前日まで
の島根県内での業務実績の件数 

５ 

配置予定管理（補

助）技術者の経験

及び能力 

資格要件 技術者資格、その専門分野の内容 ５ 

専門技術力 

令和３年度以降入札公告日の前日までの

橋梁形式が「鋼連続合成桁橋」かつ「多径

間連続鋼箱桁橋」として実施した同種業務

の実績件数 

５ 

令和６年度及び令和７年度に完了した業務

委託成績評定点 
５ 

過去５年間の優秀建設技術者表彰（業務）

の件数 
５ 

専任性 手持ち業務金額及び件数 ５ 

情報収集力 
令和３年度以降入札公告日の前日までの

島根県内での業務実績の件数 
５ 

配置予定担当技術

者の経験及び能力 

資格要件 技術者資格、その専門分野の内容 ５ 

担い手確保 
入札公告日前日時点で満３５歳以下の技術

者を担当技術者として配置 
３ 

合  計 ５８ 

配置技術者（管理、管理補助、担当）が、対象期間中に「産休育休等」を取得した場合は、

当該取得期間に相当する期間を対象期間の以前に加えることができるものとする（期間の

考え方については、別紙－１のとおり）。 

各評価項目に対する評価基準の詳細は入札説明書を参照すること。 
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（２）提出する書類 

入札参加を希望する者が提出する資料は、入札情報サービス（ＰＰＩ）からダウンロード

した Excel（エクセル）形式の電子ファイルにより作成し、ＰＤＦ形式の電子ファイルに変

換した技術提案書とする。 

技術提案書は、電子調達システムにより記５の資格確認資料と同時に提出しなければな

らない。 

また、技術提案書の評価対象の内容を確認するため発注者が求めた証明書等の添付資料

は、ＰＤＦ形式の電子ファイルで提出しなければならない。 

なお、技術提案書の提出にあたり、作成した Excel（エクセル）形式の電子ファイルの提

出に協力すること。 

技術提案書

【ＰＤＦ形

式】の内容 

・ 総合評価技術提案書（表紙） （様式－１） 

・ 企業の同種業務の実績 （様式－２） 

・ 企業の業務委託成績評定 （様式－３） 

・ 企業の優良業務表彰 （様式－４） 

・ 企業の当該地域周辺での業務実績 （様式－５） 

・ 配置予定管理技術者の資格 （様式－６） 

・ 配置予定管理技術者の同種業務の実績 （様式－７） 

・ 配置予定管理技術者の業務委託成績評定 （様式－８） 

・ 配置予定管理技術者の優秀建設技術者表彰（業務） （様式－９） 

・ 配置予定管理技術者の手持ち業務委託料及び件数 （様式－１０） 

・ 配置予定管理技術者の当該地域周辺での業務実績 （様式－１１） 

・ 配置予定担当技術者の資格 （様式－１２） 

・ 評価対象配置予定若手担当技術者 （様式－１３） 

・ 業態調書 （様式―１４） 

・ 雇用証明書 （参考様式） 

   

   

管理補助技術者を配置する場合は、以下の様式も提出すること。 

・ 配置予定管理補助技術者の資格 （様式－６②） 

・ 配置予定管理補助技術者の同種業務の実績 （様式－７②） 

・ 配置予定管理補助技術者の業務委託成績評定 （様式－８②） 

・ 配置予定管理補助技術者の優秀建設技術者表彰（業務） （様式－９②） 

・ 配置予定管理技術者の手持ち業務委託料及び件数 （様式－１０②） 

・ 配置予定管理補助技術者の当該地域周辺での業務実績 （様式－１１②） 

 

（３）技術提案書の提出期間 

技術提案書の 

提出期間 

令和８年１０月２日 ９時００分 

～ 令和８年１０月２０日 １６時００分 

提出期限以降の訂正、差し替えは、提出された技術提案書等では発注者が適正に審査でき

ないと判断し、発注者から追加資料の提出を求めた場合を除き認められない。 

発注者から追加資料の提出を求められた場合、その日から起算して２日（休日を含まな

い。）以内に持参、ＦＡＸ、又はメールにより提出すること。（ただし、ＦＡＸの着信確認を

しなかった場合は不可） 

なお、追加資料の再提出は認めない。 

（４）技術提案書の様式の入手方法 

技術提案書は入札情報サービス（PPI）からダウンロードすること。 

（５）技術提案書の作成に関する説明会 

技術提案書の作成説明会は行わない。 
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（６）技術提案書に関する質問 

技術提案書に関する質問のある者は、電子調達システムにより提出するものとする。 

提 出 期 限 令和８年１０月９日  １６時００分 

回   答 入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

 

７．設計図書等の閲覧 

閲 覧 期 間 令和８年１０月１日～開札日以降３０日間 

閲 覧 場 所 入札情報サービス（PPI ）に掲載する。 

 

８．設計図書等に関する質問 
設計図書等に関する質問のある者は、電子調達システムにより提出するものとする。 

提 出 期 限 令和８年１０月１３日  １６時００分 

回   答 入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

 

９．入札方法等 

入札に参加する者は、電子調達システムにより入札書を次に掲げる方法により提出する

こと。 

（１）入札書提出期間 

提 出 期 間 
令和８年１０月１９日 ９時００分 

～ 令和８年１０月２０日 １６時００分 

（２）一度提出された入札書の書換え、引替え又は撤回は認めないものとする。 

（３）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数を切り捨

てた金額）をもって落札価格とするので入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の 

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

10．入札の辞退 

（１）入札書提出期限までは、いつでも入札を辞退することができる。ただし、入札書を

提出した後の辞退は、配置予定技術者が死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等の真

にやむを得ない理由（以下、「真にやむを得ない理由」という。）により配置できな

くなった場合を除き、認めない。 

（２）入札を辞退する者は電子調達システムにより、入札書提出期限までに手続を行うこ

と。 

（３）電子調達システムによる辞退の手続きとは別に、その具体的な理由を明記した入札

辞退届を入札執行者に入札書提出期限までに、直接持参又は郵送により提出するこ

と。 

（４）入札書を提出した後、配置予定技術者が真にやむを得ない理由により配置できなく

なった場合は、速やかに連絡すること。 

 

11．入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

（１）同一人が同一事項について２以上の入札をした場合のそのいずれもの入札 

（２）入札公告で求める必要な資格確認資料を添付しない者、又は判読できない資格確認

資料を添付した者がした入札 
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（３）技術提案書のうち「総合評価技術提案書（表紙）」に「住所」、「商号又は名

称」、「代表者氏名」が未記載若しくは記載に誤りがある者、又は「総合評価技術提

案書（表紙）」を期日までに提出しない者がした入札 

（４）「総合評価技術提案書（表紙）」の業務名欄に他業務名が記載されている者がした

入札 

（５）入札書の提出期限の日の翌日から落札者決定までに建設工事等入札参加資格者に対

する指名停止等に係る措置要綱に基づく指名停止を受けた者の入札 

（６）明らかに談合その他の不正な行為によってされたと認められる入札 

（７）虚偽の申請を行った者のした入札 

（８）前各号に掲げるもののほか、入札公告等において示した入札条件に違反した入札 

（９）紙入札の場合には次に掲げるものに該当する入札書を提出した者がした入札 

ア 金額の記入がない入札書 

イ 金額を訂正した入札書 

ウ 入札書の業務名又は業務場所のいずれかが入札公告等と一致しない入札書 

エ 入札書の業務名、業務場所、商号若しくは名称、住所又は代表者名のいずれかが

記載されず、若しくは記載に誤りがあり、又は入札者の押印のない入札書 

オ 誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札書 

 

12．失格について 

次の入札は失格とする。 

（１）低入札要領に基づく低入札価格調査（以下「低入札価格調査」という。）におい

て、事後の事情聴取及び資料提出等に協力しない者 

（２）低入札価格調査において、契約の内容に適合した履行がなされないと判断された者 

（３）入札書の提出期限までに入札書又は辞退届を提出しなかった者 

 

13．開札等に関する事項 

開札は、以下の日時に行い、入札状況（保留等の状況）及び落札結果は電子調達システ

ムにより入札参加者全員に通知するとともに、落札結果は入札情報サービス（ＰＰＩ）に

掲載する。なお、再度入札を含め、入札回数は３回とする。 

開 札 日 時 令和８年１０月２７日 １０時００分 

立会人に関する 

事項 

紙入札により代理人が入札書を提出する場合は、委任状を提出

すること。なお、入札者以外の立会は認めない。 

 
14．落札者の決定方法 

以下のとおり、「価格評価点」と「技術評価点」を算出し、双方を足し合わせたものを評価値

とする。 
 

価格評価点＝６０×（１－入札価格／予定価格） 

技術評価点＝６０×（技術評価の得点合計／技術評価の配点合計） 

評 価 値＝価格評価点＋技術評価点 

予定価格の制限の範囲内で、評価値の最も高い者について競争参加資格要件を審査し、当該要
件を満たしていることが確認できた場合、当該入札者を落札者とする。なお、評価値の最も高い
者が２人以上あるときはくじ（電子くじを含む。）による。 

ただし、調査基準価格を下回る入札があった場合は、低入札価格調査を実施した上で落札者
を決定する。この場合、調査基準価格を下回る入札を行った者は、事後の事情聴取及び資料提
出等調査に協力しなければならず、評価値の最も高い入札者であっても必ずしも落札者となら
ない場合がある。 

落札者の決定は、前記の総合評価後できるだけ速やかに行い、結果を公表する。 
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15．入札結果等の公表 
落札者を決定したときは、島根県建設工事入札結果等閲覧規程（昭和５７年６月１日島

根県告示第６４８号）に基づき入札結果等に関する書類を閲覧に供するとともに入札情報
サービス（PPI）に掲載する。 
入札結果等を公表するまでの間、入札の経緯及び結果の問い合わせには、一切応じな

い。 
なお、入札者は、自身の評価内容に限り説明を求めることができる。 
説明を求める者は、入札結果等の公表をした日の翌日から起算して７日（休日を含まな

い。）以内に、書面を１の担当部局へ持参又は郵送（必着）して提出しなければならな
い。 
説明を求めた者に対しては、説明要求期限の翌日から７日以内（休日を含まない。）に

書面で回答する。 
 
16．競争参加資格がないと認めた者等による苦情の申し立て 
（１）競争参加資格がないと認められた者は、参加資格がない理由について、また総合評価方

式で落札者とならなかったもののうち落札決定に不服がある者はその手続について、それ
ぞれ次に従い、理由の説明を求めることができる。 

①競争参加資格がない理由 

競争参加資格審査の結果を通知した日の翌日から７日（休日を含まない）以内に、書
面を１の担当部局へ持参又は郵送（必着）して提出しなければならない。 

②総合評価方式で落札者とならなかった理由 

落札者決定の公表を行った日の翌日から起算して７日（休日を含まない）以内に、書
面を１の担当部局へ持参又は郵送（必着）して提出しなければならない。 

（２）説明を求めた者に対しては、原則として（１）①又は②の書面を受け取った日の翌日か
ら７日（休日を含まない）以内に書面で回答する。また、申立者の提出した書面及び回答
書は閲覧所で公表する。 

 

17．再苦情申立て 

16．（２）の回答に不服がある者は、「工事等における入札・契約の過程並びに工事成
績評定に係る苦情処理の手続きについて」（平成１３年１２月７日管発第３９６号）の定
めるところにより、回答を受けた日の翌日から起算して７日（休日を含まない）以内に、
書面により、島根県知事に対して、再苦情の申し立てを行うことができる。この場合、書
類の提出先は以下のとおりとし、当該再苦情申立は、入札監視委員会が審議を行う。 

【提出先】〒690-8501 島根県松江市殿町８番地 

島根県土木部土木総務課建設産業対策室 
電話0852-22-5185 

 
18．配置技術者の変更 
落札後、業務の履行にあたって、資格確認資料又は技術提案書で申請した管理技術者、

管理補助技術者及び担当技術者は、原則として変更できない。ただし、真にやむを得ない
理由により変更を行う場合には、同等以上（変更前の技術者の資格確認資料又は技術提案
書で提出された資格・実績等に対し、各々同等以上で落札時に確定した技術評価点を下回
らないこと）の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 
また、落札後、技術提案書で申請した担当技術者以外の技術者を担当技術者として追加

することは原則として認めない。ただし、変更を伴う業務項目の追加による場合等受注者
の責によらない理由により担当技術者を追加する必要が生じた場合は、発注者及び受注者
との協議により決定する。 
 
19. その他 
（１）落札決定後、契約締結までの間に落札した者が入札参加の資格制限又は指名停止を

受けた場合は、契約を締結しない。 
（２）落札決定通知後、７日以内に契約を締結すること。 
（３）本件業務委託の契約者となった者は、本件業務委託に係る建設工事の入札に参加す
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ることができない。 
（４）入札書の作成、提出及び郵送に要する一切の費用は入札者の負担とする。 
（５）技術提案書に虚偽の記載をした場合には、技術提案書を無効とするとともに、虚偽

の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 
（６）提出された技術提案書は返却しない。 
（７）提出された技術提案書は、落札者の決定以外に提出者に無断で使用しない。 
（８）本件業務が低入札要領の適用を受けた場合、本件業務が完了し、その業務成績評定

点が７０点未満であったときは、業務成績評定通知の日の属する年度及び翌年度にお
いて、島根県が発注する業務委託の入札に参加できなくなる。ただし、業務の完了が
３月３１日までで、業務成績評定通知が翌年度の４月１日以降となった場合は、通知
した日の属する年度だけとする。 

（９）その他詳細不明の点については、記１の担当部局に照会すること。 

 


